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第一章 背景説明 

 
本章では、中国の模倣品状況とそれによる被害を見ていきます。また、中国で模倣品が絶え

ない社会的及び文化的な背景を簡卖に紹介します。 

 

一． 中国の模倣品問題 
 

【模倣品問題の顕在化】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

中国では模倣品は過去から存在していたのですが、特に 1990 年代から外

資企業の中国進出の増加に伴い、その問題が顕在化してきました。世界

の先進諸国から資本と技術を導入し、製品の加工や生産を通して徐々に

「世界の工場」として成長してきた中国ですが、その一方で、日本企業

を含め、さまざまな先進国企業の先端技術が盗用されたり、そのまま製

品をコピーされたりする事件が相次いで発生したのです。 

 

 

 

 

 商標の無断使用行為 

 商標抜駆け登録と使用行為 

 不正競争行為 

 商号の不正登記と使用行為 

 正規工場の横流し行為 

 技術盗用行為 

 
 

デッドコピー品 商標権侵害品 
 

特許権侵害品 著作権侵害品 

 

不正競争品 

 

中国の模倣品問題がよくニュースになるのですが、これは最近発生した

問題でしょうか？ 
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【海外税関での差止め情況】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【米国、EU 仕出国別の知的財産侵害物品差止実績】 

 

 

日本税関が統計した仕出国別の過去輸入差止件数を見ても、やはり中国か

らの輸入が最も多いことがわかります。中国は2005年に初めて韓国を抜い

て一位になり、2010年には20,996件で全体の90.6%を占めるようになりま

した。中国への模倣品一極化が進んでいることがわかります。 
 

中国は 2001 年 12 月に WTO への加盟を果たすとともに、Tips 協定への遵

守が求められました。この協定では、WTO 加盟国は内国民待遇、最恵国待

遇を原則に知的財産権保護のための国内法整備が求められています。し

かし、現在でも世界各国の税関で中国からの模倣品が差止められている

現状があり、中国は世界的な模倣品輸出基地として認識されているので

す。また、一方の中国国内でも模倣品による被害が多発しており、深刻

な問題となっています。 

 

 

(出典：経済産業省「2008 年政府模倣品・海賊版対策総合窓口年次報告書」) 

なぜ中国の知的財産権問題が世界で問題視されているのでしょうか？ 

  

 

【日本税関の仕出国・地域別差止件数の実績】 
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 (出典：特許庁国際課作成)  

http://kotobank.jp/word/%E5%8A%A0%E7%9B%9F
http://kotobank.jp/word/%E5%8E%9F%E5%89%87
http://kotobank.jp/word/%E6%95%B4%E5%82%99
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【中国の山寨文化】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

模倣品が中国で多く発生する理由の一つとして、まずは一般の中国人に

は知的財産権に対する認識が薄いことが挙げられます。もちろん「物を

盗むのは悪いことだ」という認識はあるのですが、一般の中国人には「他

人が考えたもの、発明したものを真似するのは悪いことだ」という認識

は薄いのです。そして、この真似事を中国人自身で揶揄したのが「山寨(注）

（中国語の発音：サンザイ）」という言葉であり、意味としては、「人里

を離れた山の中にある要塞で、こっそりといろいろな物を作る」ことで

す。これは中国の一種の文化にもなっており、中国国内でも問題視され

ています。 

(注)山寨という言葉の根源は広東語にあり、「小型」「小規模」、更には「地下工場」の意味がありま

す。その主要特徴は、「模倣」「迅速」「庶民化」という点にあります。 

 
 

OMC Mcdnoald’s? 

 
Baidu+google+yahoo? 

  
i ped？ 
 

 

 

 
中国版ディズニーランド？ 

そもそも、なぜ中国では模倣品が多いのでしょうか？ 

 ミニ i phone? 

 

 

。。。。。  
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【模倣品による被害】 
 

 

模倣品による世界的な被害額について、これを正確に把握することは非

常に困難です。経済協力開発機構（OECD）は 2009 年度「模倣品・海賊版

による経済的影響(第二期)」の調査において、その被害額を年間約 2,500

億ドルに上ると予測統計を出していますが、これにはインターネット上

の模倣品による被害は含まれておらず、被害の一部しか統計できていな

いという状況です。 

 

 

 

 

 社会秩序、モラルの低下 

 社会犯罪、治安の悪化 

 社会的不安 

 
   

 

 

 

 

模倣品はなぜ問題なのでしょうか？世界にどのような影響をもたらして

いるのでしょうか？ 

 

また、近年の模倣品による被害は更に複雑化、広範化し、産業上の損失

だけでは済まなくなってきています。一部の偽造医薬品や食品は身体へ

の直接的な危害があり、模倣品は中国国内に留まらない世界的な深刻問

題になっています。さらには、模倣品製造販売によって得た利益が組織

犯罪の資金になっているとも言われていますので、模倣品問題は社会に

とっては大きな不安要素でもあるのです。 

 

 

 

 

 

 

 
 

販売 

購入 
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【企業へのダメージ】 

 

(出典：特許庁「2010 年度模倣品被害調査報告書」) 

2009 年度に特許庁がわが国企業・団体 8,031 社に対し模倣品による被害

に対するアンケートを採った結果、回答があった 4,304 社のうち、「被害

があった」と答えた企業は全体の 24.6%を占めました。そして、被害額に

ついては合計 1,083 億円に達し、うち 3 億円以上と回答した企業は全体

の 11.4%でした。また、3億円以上と答えた企業の被害総額は全体の 88.8%

を占める結果となりました。 

模倣品は「企業の有名税」と呼ばれることもあり、有名な企業ほどター

ゲットにされやすいという特徴があります。しかし、模倣品による商標

ブランドの価値喪失や信頼喪失は、ブランドイメージに直接ダメージを

与え、企業にとっては死活問題にもなりかねません。 

 

 

模倣品は企業にどのような被害をもたらしているのでしょうか？ 
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【模倣被害総額の規模別構成比】 
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【中国の法制度】 

知的財産権に関する中国の法律は、以下のようなものがあります。 

 

 

 

知

的

財

産

権

 

中国の模倣品に関する法律はどんなものがありますか？ 
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【模倣品の存続要素】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

中国の特許法、商標法、技術契約関連法、不正競争防止法などの法律は、

他の先進諸国と比べても遜色のないものが整備されています。しかし、

問題は実際の運用面にあり、全国的な統一した解釈がないために現場サ

イドの解釈に差異があったり、または地元企業に対する当局の取り締ま

りが徹底されなかったりと法律の運用が問題視されています。 

 

 

知的財産権に 

対する認識不足 
 

地方保護主義 
 

法律・条令に対

する異なる解釈 
 

世界最先端 

技術の移転促進 
 

 
中国の山寨文化 

 

行政罰の軽さ 
 

刑事移送の困難さ 

 

また、この他にも中国には模倣品が存続するさまざまな要因があります。 

 

巨大な模倣品

の需要市場 
 

 

 

ノウハウを持つ

技術者の流出 
 

模倣品を規制する法律があるにも拘らず、中国で模倣品が後を絶たない

のはなぜでしょうか？ 

貧富の差 
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二.  中国から海外への模倣品拡散状況の紹介 
 

【模倣品被害地としての中国】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2010 年に特許庁が日系企業に対して実施した模倣品被害調査から、「被害

があった」と答えた企業 1059 社のうち、中国を模倣品の「製造」「経由」

「販売消費」の被害地として選んだ企業は何れにおいても最多でした。

この数値から、中国国内でも模倣品が氾濫し、中国は最大の被害地とな

っていることがわかります。 

 

 

 

中国は模倣品大国として知られていますが、実際に中国国内の被害情況

はどうでしょうか？ 

【海外において模倣被害を受けた国・地域】 
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 (出典：特許庁「2010 年度模倣品被害調査報告書」) 
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【中国からの模倣品拡散】 
 

 

 

 

 

  

(出典：特許庁「2010 年度模倣品被害調査報告書」) 

中国製模倣品の被害社の 27.7％は中国で消費されたと回答。次いで、日本、台湾、欧州、

韓国、北米と続く。 

 

同じく特許庁が発表した「2010 年度模倣品被害調査報告書」から見ます

と、中国で製造された模倣品で国内消費されているのは、件数ベースで

はわずか 27.7％にしか過ぎません。この結果から、残り 70％は海外に輸

出されていることが読み取れ、実際には海外への拡散のほうが深刻な問

題であることがわかります。  

実際に中国で製造された模倣品のうち、どれぐらいが中国国内で消費販

売されているのでしょうか？ 

(注)構成比は、中国製模倣品の販売消費国・地域の回答件数(複数回答)の合計を母数 N として算出したものである

ことに留意してください。例えば、1社が中国模倣品を日本、中国、台湾の 3カ国で販売消費されていると回答

した場合、回答数は 3 でカウントされます。同様の回答社が 100 社であったと仮定した場合、3(ヶ国/社)×100

社＝300(母数)となります。この場合、日本の模倣品販売消費率は 100(1(ヶ国/社)×100社)÷300(母数)＝33.3%

となります。 
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【中国で製造された模倣品の販売消費国・地域（流出先）】 

2009 年度の回答比率の構成比 
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三.  模倣品の海外拡散 
 

【模倣品の世界拡散イメージ】 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

まずは模倣品業者がオーダーを取ることから始まりますが、模倣品製造

販売業者がオーダーを獲得する手段としては、さまざまなものがありま

す。広範囲にわたる模倣品拡散の契機として、以下の①～③を挙げて紹

介します。  

②インターネット 
(P20) 

①展示会・見本市 ③外国人バイヤー 

発注＋契約 

取引 

 

 

  

輸出  

 

 

 

水路 

陸路(汽車、車) 

空路 ハンドキャリー(注 2) 

辺境貿易(注 1) 

 

 

 

義烏、広州などに常駐する

外国人バイヤー 

 

 

(注 1）辺境貿易：人の自由な移動が制限されている国家間において、ハンドキャリーで運ばれた

商品を国境付近で取引すること。 

(注 2)ハンドキャリー：飛行機や列車などの公共機関を利用して、人が商品を手荷物として指定

の場所に運ぶこと。 

 

  

 

模倣品はどのようにして世界に拡散しているのでしょうか？ 
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